
 61

アメリカにおける食品の安全性をめぐる諸制度の現状と課題 

―食肉を主な対象として― 

 

明治大学農学部准教授 

大江 徹男 

 

１．目的 ··························································· 63 

 

２．アメリカにおける食品の安全性の制度 ···························· 64 

 １）食品の安全性に関する法制度と監督機関 

 ２）リコールの仕組み 

 

３．輸入の仕組みと問題点 ··········································· 66 

 １）食品の輸入システム 

 ２）食肉の輸入システム 

 ３）バイオテロ法による食品輸入規制 

  （1）規則概要 

  （2）食品関連施設の登録 

  （3）食品輸入の事前通告 

  （4）食品に関する記録の整備・保持 

 

４．食肉のフードシステムと安全性の現状 ····························· 71 

 １）食肉のフードシステム 

  （1）生産の大規模化 

  （2）パッカーの寡占化 

  （3）パッカーをめぐる問題 

   ① 寡占化による影響力の増大―牛肉のケース 

   ② 不法移民による労働力確保 

 ２）コナグラ社の食中毒事件 

  （1）企業概要および買収の変遷 

  （2）食中毒事件の概要 

 

５．検査・検証に関する問題点 ―なぜ食中毒は頻発するのか― ·········· 78 

 １）法制度上の問題点 

 ２）検証実施上の問題点 



 62

 ３）リコールにおける問題点 

 

６．まとめ ························································· 82 

 



 63

アメリカにおける食品の安全性をめぐる諸制度の現状と課題 

―食肉を主な対象として― 

 

１．目的 

本論では、アメリカにおける食品の安全性をめぐる制度上の様々な問題点について検討

するが、その際に注目すべき点はリスク分析、なかでもリスク管理における法制度につい

ての整理、検討である。 

最初に、リスク分析について整理する1）。現在、リスク分析を検討、推進しているのが

国際食品規格委員会（Codex）である。これは国連食糧農業機関（FAO）と世界保健機関

（WHO）が1962年に設立した政府間組織で、消費者の健康の保護や公正な食品貿易・取

引の保証、貿易されている食品の国際規格・製造規範の作成等をおこなっている。 

リスク分析で用いられているリスクとは、食品中に危害（ハザード）が存在する結果と

して生じる健康への悪影響の確率とその程度の関数である。つまり、リスクとは数学的な

概念であって、目に見えたり、測定したりすることが可能なものではない。ここで言う「危

害（ハザード）」とは健康に悪影響をもたらす可能性を持つ食品中の生物学的、化学的また

は物理学的な要因で、微生物危害には大腸菌O－157やサルモネラ菌など、化学的危害には

鉛、カドミウム、ダイオキシン、カビ毒等がある。 

リスク分析とは、国民又はある集団が危害にさらされる可能性がある場合、その状況を

コントロールするプロセスのことを指す。すなわち、リスクの程度を知り、それを低減す

るための措置をとることで、リスクを最小にする等を目的としている。決してリスクをゼ

ロにすることではなく、コストを考慮した上で、どの程度のリスクを引き受けるのか社会

的合意を形成することが重要となる。 

具体的には、リスク分析は、リスクを科学的に分析する「リスク評価」に「リスク管理」、

「リスクコミュニケーション」を加えた3部門から構成されている。「リスク評価」とは、

危害同定、危害特性付け、暴露評価、リスク判定の4つのステップからなり、毒性学的デ

ータやモニタリングデータ、食品摂取データ等の科学的データを利用して、最終的には一

日許容摂取量（ADI）や暫定一日耐用量（PTDI）といった定量的な指標を算出する。 

ADIや PTDIを遵守させるのがリスク管理である。リスク管理の中で重要なのが「健康

の保護」である。つまり、「予防（Prevention）」である。食品の場合、リスクが人的損害

として発現する時間が短いために、食品の安全性を確保するためには生産段階でのリスク

管理が最も重要とされている。特に注目されているのが危害分析重要管理点（Hazard 

Analysis and Critical Control Point：以下 HACCPと略す）である。HACCPとは、アメ

リカの宇宙開発（アポロ計画）の過程で開発された工程管理で、サンプル検査では不可能

                                                  
1 本節のリスク分析の記述は、山田（2003）「食品の安全性とリスクアナリシス」『農林業問題研究』第

149号に依拠している。 
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な完全性（欠陥のある商品ゼロ）を達成することを目的としている。 

本論で分析の対象となるアメリカの食品の安全について検討する際には、HACCP が特

に重要となる。従来、安全性は製造過程におけるスポット的チェック（目視検査）や基準

設定と最終段階での微生物検査によって安全性が管理されてきたが、HACCP は危害が発

生する可能性がある工程を重要管理点（Critical Control Point：CCP）と定め、そこで設

定した管理基準（Critical Limit：CL）を遵守することで危害の発生を根源から抑える常

時監視・即時対応型のリスク管理手法である。後述するように、アメリカでは食肉部門で

は HACCPの導入が義務となっているので、HACCPの検証について検討するということ

が安全性を考えるうえで重要である。 

 通常、安全性に関する規制については、規制的措置と市場的措置、事前的措置と事後的

措置といった分類がなされるが、その点では常時監視・即時対応型のリスク管理は事前に

リスクの発現を可能な限り製造段階で抑制するという点において、安全性確保のためには

理想的なシステムである。 

しかしながら、HACCP はあくまでも“性善説”に基づくものであり、HACCP プランが

適正で、事業者がHACCPプランに違反しない、仮に違反しても迅速にプランに記されて

いる改善措置を取る、ということを前提としている。したがって、性善説が崩れた場合の

インパクトは大きくなる。特に、食品に含まれる危害が及ぼす範囲や問題発生までの時間

などは予測不可能である。時には短時間で多くの人命が甚大な影響を受けることも考えら

れる。 

 したがって、HACCP を機能させるために必要な検査や検査に基づく罰則規定、問題が

生じた場合の対応策について、食品の中でも食肉を主な分析の対象としつつ、その仕組み

と効果、課題について、可能な限り輸入も含めて検討する。この点がアメリカの食品の安

全性に関する分析において不可欠であり、本論ではその点に重点を置く。 

 

２．アメリカにおける食品の安全性の制度  

 

 １） 食品の安全性に関する法制度と監督機関 

 アメリカにおける食品安全性管理制度は 35 の法律と規則で構成されており、畜産物関

連法には、「食肉検査法」（Meat Inspection Act、1906）である。食肉の安全性を担当する

機関は、農務省（United States Department of Agriculture：以下 USDAと略す）の食品

安全検査局（Food Safety Inspection Service：以下 FSISと略す）で、食肉、家禽肉、鶏

卵の安全性やラベリング、包装に関する基準設定と検査、畜産物の安全性に関する情報提

供等を担当している。 

 特に、アメリカの食肉の安全性を考えるうえで重要なのが、1996 年 7 月に出された

HACCPに関する規則が重要である。 

アメリカでは検証（検査を含む）体制は連邦政府（FSIS が一元的に外部検証を担当）
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を軸に体系化されている。FSIS の中でも直接業務を担うのが全米各地にある地方事務所

（District Office）が担当している。また、地方事務所は、各検査官の検査所見を受けて、

FSIS本部の指示を受けながら、検査官に具体的な対応策を出す。 

FSISが実施する HACCPの検証には、基本的検証と HACCP運用に関する検証から構

成されている。基本的検証では、危害分析などの HACCPプランの内容が対象となる。運

用に関する検証では、モニタリングや改善措置など、HACCP の運用が対象となる。つま

り、HACCP プラン通りに運営されているかどうか記録をチェックする。検証において基

準違反が発見された場合は、事業者は HACCPプランに事前に記された改善措置を取るこ

とになる。 

HACCP は、具体的には、７つの基本原則と５つの基本原則を含む 12 の手順より構成

されている。HACCPプランは、重要管理点（Critical Control Point：以下 CCP）と設定

された製造加工工程について、危害の種類、危害の発生要因とその防止措置、管理基準

（Critical Limit：以下 CL）、モニタリング方法、改善措置、検証方法、記録文書名等を示

した一覧表である。具体的には以下のような手順で実施される。 

 

原則１ 危害分析 

      

原則２ 重要管理点（CCP）を定める 

 

原則３ 管理基準（CL）を設定 

      

原則４ モニタリング方法を決める 

 

原則５ 改善措置を決める 

 

原則６ 検証手順を決める 

 

原則７ 記録の維持管理方法を決める 

 

 ２） リコールの仕組み 

食肉製品のリコールは、食肉検査法と食品安全検査局令（FSIS Directive 8080.1）に基

づいている。アメリカのリコールの特徴は、事業者の自主性に依存する点にある。具体的

には以下の手続きを踏んで実施される。 

 

・リコールの対象となる製品に関する情報の入手ルート 

・情報を入手すると、FSIS は、問題の商品の収集と微生物検査、事業者からの聞き取り
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調査、などの予備調査を実施する。 

・予備調査の結果、リコールの必要性が予想されると、FSIS の各部署から構成されるリ

コール委員会（recall committee）が招集される。 

・対象製品の汚染や表示の誤りを断定できると判断した場合、事業者に対してリコール実

施の勧告を伝え、同時に連邦や州の関係機関に通知する。 

・事業者は、勧告を受けてリコールを実施するかどうか決定する。 

・リコール実施が決まると、FSIS は、プレスリリースとリコール告知書（recall notice 

report）を使ってリコールに関する詳細な情報を公表し、関係機関には電子メールなど

で送付する。 

・リコールを終結するには、リコールについての検証が必要である。そのため、FSISは、

規則（FSIS Directive 8080.1）に記されている効果測定（effectiveness check）を実施 

・効果測定が十分であれば、リコール管理課は終結勧告を提出し、FSIS 内で同意が得ら

れれば事業者に文書で通知して正式に終了となる。 

 

 FSISは検査結果などを基に、FSIS内の各部代表をメンバーとするリコール委員会で製

品回収のランク付けを次のとおり行う。 

 

クラス 1：当該食品の摂取により深刻な病状を呈す、または死亡する可能性がある場合（食

肉では、加熱前の牛ひき肉内から O-157が検出された時や、調理済み製品から

リステリア菌が検出された場合など） 

 

クラス 2：当該食品の摂取により健康を害する可能性がある場合（例えば、ソーセージの

成分表示にアレルギー症状を引き起こす可能性のある原料が入っているとの注

記がなかった場合） 

 

クラス 3：当該食品を摂取しても、健康を害することはないが、連邦規則に基づく適切な

成分表示がされていなかった場合 

 

リコールは以上のような手順で実施されるが、これには問題も指摘されている。この点

については具体的な事例をあげて後述する。 

 

３．輸入の仕組みと問題点 

 

 １） 食品の輸入システム2）
 

 アメリカへ食品を輸入する場合、アメリカ内に流通する国産品と同様に連邦規制の対象

                                                  
2 JETRO（2004）『米国の農業政策と輸入関係制度』、49～52ページを参照。 
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となる。アメリカでは、食肉・家きん肉およびその加工品（食肉・家きん肉等）を除いて、

食品医薬品局（FDA）の所管であり、FDA は、食品に関する規格、表示、添加物、農薬

残留、衛生管理等についての各種規制を行っている。 

アメリカに輸入しようとする食品が仮に FDA の諸規制に適合していない場合には、ア

メリカ内への流通を拒否され、留め置かれる。留め置かれた食品は輸入業者からのヒアリ

ングを踏まえて、FDAの規制に適合、食品以外の用途に転用、破棄、再輸出のいずれかの

措置が取られる。FDA の規制に適合させるための修正作業は、FDA の検査官の監督の下

行われ、費用は輸入業者負担となる。 

なお、食肉・家きん肉等については USDAの所管であり、動物の輸入と検疫に関する法

律に基づき輸入手続きが行われる。USDAでは食肉・家きん肉等の衛生管理、植物の輸入

等の規制も行っている。 

アメリカへの食品一般の輸入手続きは、FDAと税関の連携の下に実施されており、その

具体的な手続きは次のとおりである。 

 輸入業者等は、輸入品が到着する 5日（営業日）前から税関に輸入に関する申請書を提

出できる。FDAは、税関から次の書類等により加工食品が輸入される通知を受ける。FDA

は、輸入申請書を審査して輸入品を到着地検査、サンプリング検査等が必要かどうか決定

する。 

FDAは検査が必要な場合、税関および輸入業者等にその旨通知する。移動した場所でサ

ンプリングが行われた後、サンプルは FDA の実験室に運ばれ、検査が行われる。規制に

適合していない場合、FDAは税関および輸入業者等に留置とヒアリングの実施告知を行う。

輸入業者、輸入品の所有者等は、留置とヒアリングの告知に対して文書または口頭で返答

を行う。 

 

FDAは、加工食品の輸入の迅速化を図るため、輸入業者等に次のような指導を行ってい

る。 

・輸入品が規制に適合していることを発送前に判断しておくこと。 

・輸入前、民間検査機関に輸入品のサンプリング検査を実施してもらい、分析結果を証明

してもらう（これらの分析が輸入許可を与える決定的なものとならない場合、これらは、

加工業者が法的に適合する輸入品を製造できるかどうかの能力を示す指標になる）。 

・輸送契約の前に FDA の規制に精通しておくこと。また、輸入手続きを十分に把握して

おくこと。 

・輸入品の到着地の FDA検査官に助けを求めること。 

 

 ２） 食肉の輸入システム 

アメリカへの輸入が認められる食肉・家きん肉等の輸入手続きは、以下のとおりである

が、その輸入手続きに必要な日数は、輸入品が到着後、リリースが認められるまで 3～4
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日間を要するという。通関許可は、申請の翌日または翌々日に許可が出され、動物検疫は

申請の翌日にサンプル検査が行われるのが一般的である。 

 

・輸入品が到着する 5営業日前から、税関に輸入に関する申請書を提出できる。 

・輸入品到着後、税関において通関許可申請を行い、通関許可をもらう。 

・通関許可後、USDAに通関許可証と輸出国政府の検疫証明書を提出し、動物検疫の申請

を行う。 

・USDAは、提出された書類をもとに食肉検査官に現物検査を指示する。 

・食肉検査官は、輸入品が加工された施設（USDAの認定施設）ごとにサンプル検査を実

施する。 

・サンプル検査終了後、輸入品のアメリカ内への流通が許可される。 

 

他方、食肉・家きん肉等をアメリカに輸入する場合の費用については、輸入手続きを通

関業者に依頼した場合、取扱料が請求される。このほか、倉庫使用料、配達料などの経費

を請求されるが、その額は輸入品の重量、配達距離によって異なる。 

アメリカに食肉・家きん肉等を輸出しようとする場合にアメリカと同等以上の衛生基準

であることの認定を受けた加工施設で処理されなければならないが、これは、食肉・家き

ん肉等をアメリカ内に輸出できる国は、当該国の食肉加工処理施設で採用されている食肉

検査システムがアメリカ連邦政府の定める食肉検査システムと同等の基準であることをア

メリカ政府から認定を受けていなければならないということである。 

アメリカ政府は、輸出国からの申請に基づき、当該加工処理施設に導入されている検査

システムがアメリカと同等の検査システムを有しているかどうかの審査を行う。具体的に

は、輸出国は USDAに対して、自国の食肉検査システムに係る法律、規則の写しおよびそ

の他 USDA が求める必要な情報を提出する。USDA は申請内容を審査し、当該検査シス

テムがアメリカと同等の基準であると認められた場合に認定を行う。たとえば、国内の畜

産業者が和牛をアメリカ向けに輸出しようとする時、アメリカのHACCP基準に合格しな

いと輸出できないという仕組みになっている。合格するためには、アメリカ側の検査官の

検証を通過しなければならない。 

認定の効力は 1年であり、毎年更新が行われる。更新に当たって、輸出国側は認定を受

けた加工処理施設に少なくても月 1回訪問して引き続きアメリカと同等の検査システムで

あるかどうか審査し、その結果を USDAに報告する。また、輸出国は、加工処理施設内で

と殺時点でと体の脂肪や組織が汚染されていないどうかサンプリング検査を行う。 

USDAは、輸出国側の報告を受けて加工施設の検査システムのレビューを行い、アメリ

カと同等の検査システムを有しているかどうかの判断基準に一致していない場合は、輸出

国側の証明があるなしに関わらず、裁量により認定を取り消すことができる。 
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 ３） バイオテロ法による食品輸入規制3）
 

  （1）規則概要 

 アメリカでは、2001年 9月 11日の同時多発テロ、その後の炭疸菌事件以降、セキュリ

ティを強化する一方、新しく法律を制定するなど、危機管理を進めている。食品も例外で

はなく、「公衆の健康安全保障とバイオテロへの準備および対策法」制定され、同法に基づ

き食品関連規則として、以下の 4つの規則が発表されている。 

・食品関連施設の登録、 

・食品輸入の事前通告、 

・食品に関する記録の整備・保持、 

・行政による留め置き、 

 

  （2）食品関連施設の登録 

アメリカ国内で人や動物の消費に供するための食品を製造／加工、包装、保管する国内

外の施設は、2003年 12月 12日までに FDAに登録することが義務付けられた。具体的に

は、施設に対し責任を有する所有者、操業者、代理人、またはその権限を委任された者は、

施設名称、住所、施設が扱う食品分類などの情報を登録しなければならない。さらに、外

国施設については、代理人を登録しなければならない。また、登録内容に変更がある場合

には、決められた期間内に修正しなければならない。 

対象となる食品は、一部例外を除いて、栄養補助食品および栄養成分、乳幼児用ミルク、

飲料(アルコール飲料およびボトル入りの水を含む)、果物、野菜、魚、シーフード、乳製

品、殻付き卵、食品または食品の材料として使用される農業原材料、缶詰、冷凍食品、パ

ン菓子、スナック食品、キャンディー(チューインガムを含む)、食用動物の生体、動物飼

料およびペットフードなどとなっている。 

また、外国施設で、アメリカへの輸出前に、さらに他の外国施設で製造加工や包装され

る食品を製造する施設も除かれる。ただし、その加工や包装がラベル貼りなど最小限のも

のである場合には例外とならず、製造加工施設と最小限の処理施設両方の登録が必要とな

る。FDAによれば、約 42万ヵ所の国内外の施設が対象となる。 

FDAは登録された施設に対し、個々の登録番号を割り当てる。登録は、インターネット

を通じた電子的手段や郵送で行うことができる。なお、登録費用は無料。FDAは 2003年

10月 10日に暫定最終規則を官報へ掲載した。バイオテロ法の定めにより、2003年 12月

12日までに登録を行わない場合は違法となる。その日までに登録されなければ、アメリカ

は連邦裁判所で不法行為者に命令するための民事訴訟を起こすか、不法行為者を起訴する

ための刑事訴訟を起こすことができる。また、未登録の外国の施設から持ち込まれた食品

は、通関で留め置かれる可能性がある。 

 

                                                  
3 JETRO（2004）『米国の農業政策と輸入関係制度』、64～71ページを参照。 
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  （3）食品輸入の事前通告 

輸入業者などは、輸入食品がアメリカの国境に到着する 5 日前から以下の時間までに

FDAに食品輸入の事前通告をすることが義務付けられる。 

 

ア 道路輸送の場合は到着の 2時間前まで 

イ 航空や鉄道輸送の場合は到着の 4時間前まで 

ウ 海上輸送の場合は到着の 8時間前まで 

エ 手荷物あるいは預け入れ荷物として持ち込まれる食品が事前通告対象食品である場合

は、輸送形態毎に個別に設定されたタイムフレーム。(FDAの事前通告確認書が必要) 

オ 国際郵便の場合は、食品の郵送前に FDAが電子通知を受信・確認する必要がある。(小

包には FDAの事前通告確認書を添付する必要がある) 

 

飲料を含むすべての輸入食品が事前通告の対象となるが、個人が個人用にアメリカに持

ち込む食品や、USDA の専管物資（肉、家きん肉、卵製品）、輸出されるまで到着地を出

ない食品、個人の住居内で作られ、個人的な贈り物として個人によってアメリカ内の個人

に対して送られる食品には適用されない。FDAは、1日に平均 2万 5,000件の事前通告が

あると予想している。 

 

  （4）食品に関する記録の整備・保持 

食品の製造、加工、包装、流通、荷受、保管、輸入業者は、食品をどこから仕入れ、ど

こへ出荷したかを記録しなければならない。この規則は、アメリカで消費向け食品を出荷

し、受け取るほとんどすべての国内外の業者に適用される。農家、レストラン、加工処理

を行わない漁船、農務省専管の企業などは対象外である。外国施設については、そこで製

造される食品が、外国の施設でさらに製造、加工、包装などをされる場合は対象外となる。

また、小売業者が消費者に直接食品を販売する場合も、出荷先の記録保持は免除される。 

食品産業への経済的負担を最小限にするため、記録は必要とされる情報が含まれれば、

紙、電子媒体など自由な様式で保存でき、既存の記録も必要な情報が含まれていれば活用

可能とされている。 

当該食品が法定基準に合致せず、人または動物の健康を著しく損なう、もしくは死に至

らす重大な脅威があるとの合理的証拠を FDA が得た場合、業者は記録を営業時間内（午

前 8時～午後 6時）の場合は 4時間以内、その他の場合は 8時間以内に FDAに提示でき

るようにしなければならない。輸送業者（トラック、個人業者、貨物列車、航空会社など）

も同様の記録を保存することが求められる。必要な記録を整備・保持していない場合は違

法となり、連邦政府に起訴される可能性がある。 

記録は対象行為が行われた時点で行う。保持すべき期間は、直接消費される生鮮食料品

やペットフードを含む動物飼料などの場合は 1年間、その他は 2年間としている。最終規



 71

則は官報に掲載されてから 6カ月目から施行される。ただし、小企業（フルタイムの従業

員が 10人超、500人未満）の場合 12カ月目、零細企業（同 10人以下）の場合 18カ月目

から施行される。 

以上が安全性に関する制度の概要である。次に、食肉に焦点を当てて、検査や検証にお

ける問題点や課題について、具体的事例の分析を行う。 

 

４．食肉のフードシステムと安全性の現状 

 

 １） 食肉のフードシステム 

アメリカの畜産業は、寡占化が急速に進んでいる。アメリカの流通・加工段階における

食肉生産は、消費者ニーズに対応しながら、品質や供給量の安定化を実現するため、作業

工程を細分化し、工業製品のように流れ作業で加工する大規模生産が特徴である。 

 

  （1）生産の大規模化 

畜産部門における生産の大規模化を把握する上で参考になるのが農業専門誌サクセス

フル・ファーミング 誌の養豚農場のランキング（繁殖豚）で、表１は 1994年と 99年、

2007年についてまとめたものである。ここでは養豚に焦点を当てる。なお、後述するよう

にこのような傾向は肉用牛でも見られるようになっている。 

さて、表 1 によると、99 年のランキング上位 5 位までの農場が保有する繁殖豚頭数は

約 120万頭を数え、繁殖豚の総飼養頭数の約 20％弱を占める。これを上位 10位までの農

場にまで広げると、頭数は約 163万頭でそのシェアは 26％となる。つまり、わずか 10農

場で全体の１/4を占めるのである。94年の上位 5位までの頭数が 56万頭で、シェアが 8％、

上位 10社まで広げるとそれぞれ約 83 万頭、シェア 12％程であったから、わずか 5 年の

期間に非常に劇的な変化が生じたことになる。しかも、このような傾向はさらに加速し、

2006年には上位 5位だけでアメリカ全体の繁殖豚の 34.6％、10位に広げると 42.5％ に

まで上昇する。 

この背景には、大手パッカー（と畜・解体・加工業者）の生産部門への進出がある。詳

細を確認できる 99年のランキング上位 5位までの農場のうち 4農場が、10位までみても

6 農場がパッカーである。特に注目すべきことは、最大手のパッカーであるスミスフィー

ルド・フーズ社（Smithfield Foods）の度重なる買収による拡大である。 

スミスフィールド・フーズ社は、まず 78年にノースカロライナ州のプラントを、79年

にはバージニア州の 2つのプラントを、81年には競争相手であった Gwaltney社を買収し

た。その結果、同社は東海岸最大の豚肉パッカーとなった。 

その後、1999 年にキャロルズ・フーズ社を、2000 年にはマーフィー（Murphy）農場

を買収して、生産部門を拡大した。表１で示されたようなスミスフィールド・フーズ社の

急激な拡大の直接的要因はこの２つの買収が大きく作用した。しかも、これらの買収は、
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従来型の大規模農場をパッカーが買収したという点で、パッカーの生産部門への直接的な

進出を示す象徴的な事例である 

 

表１ 大規模経営体の繁殖雌豚頭数とシェア 

 

 

その結果、94年時点では 6万 5,000頭で全体の 1％程度であったスミスフィールド・フ

ーズ社の生産部門は、99年には 68万頭にまで増え、全米の繁殖雌豚総飼養頭数の約 11％

を占めるまでになった。2位のコンチ・グループの繁殖雌豚（16万頭程度）と比較すると、

スミスフィールド・フーズ社の飼養頭数の増加がいかに急激であるかが想像できる。 

21世紀になるとスミスフィールド・フーズ社の生産部門の拡大はさらに加速する。その

代表的な事例が 2006年 9月にプレミアム・スタンダード・ファーム（Premium Standard 

Farms）社の買収である。これは、マーフィー農場の買収に匹敵する規模であり、これに

よって 2006年の上位養豚農場において、同社の繁殖雌豚の頭数は全米トップで 120万頭

にのぼった。2位の頭数が約 40万頭であるから、これは圧倒的な数字である。また、アメ

リカ全体の繁殖豚の 2006 年時点での総飼養頭数が約 600 万頭であることから、全体の

20％程度を 1農場が保有していることになる。 

 

  （2）パッカーの寡占化 

 また、生産部門におけるパッカーのシェア拡大は、80年代初頭以降のと畜・解体部門に

おける主要食肉パッカーによる寡占化（牛肉、豚肉の双方）と連動する傾向にある。たと

えば、USDAの GIPSA（Grain Inspection, Packers and Stockyards Administration）が
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毎年発表している統計（Packers and Stockyards Program Statistical Reports）を見ると、

表 2に示されているように 1980年における牛肉パッカー上位 4社のシェアは 36％程度で

あったが、95年には 80％を超えている。とりわけ 80年代における上位 4社への集中は著

しい。 

 これは豚肉についても同様である。やはり 80 年の上位 4 社のシェアを見ると、34％で

あったが、その後牛肉ほどではないが、着実にそのシェアを伸ばし、2006 年には 60％を

超えた。豚肉の場合には、80 年代こそ上位４社のシェアは微増であったが、90 年代に入

ると増加が加速していることを確認することができる。 

 

表２ アメリカの主要牛肉パッカーのシェアの推移 

（単位：％） 

 1980 1985 1990 1995 2000 2006 

上位 4社 35.7 50.2 71.6 80.8 81.4 80.9 

上位 8社 51.4 63.9 82.1 87.7 90.3 91.0 

上位 20位 64.1 78.4 91.5 94.7 96.4 97.0 

注： 連邦機関の検査対象となるプラント（federally inspected slaughter）における

シェアである。 

Steer and heiferのみが対象。 

資料：USDA Packers and Stockyards Adminstration 

 

表３ アメリカの主要豚肉パッカーのシェアの推移 

（単位：％） 

 1980 1985 1990 1995 2000 2006 

上位 4社 33.6 32.2 40.3 45.7 56.4 61.4 

上位 8社 50.9 50.8 70.1 78.1 79.9 82.2 

上位 20位 71.2 80.5 82.8 88.4 93.4 93.2 

注： 連邦機関の検査対象となるプラント（federally inspected slaughter）における

シェアである。 

資料：USDA Packers and Stockyards Adminstration 

 

上位パッカーのシェアが増加し、完全な寡占状態になっている一方で、パッカー間の買

収が頻発している。たとえば、その象徴がタイソン・フーズによる IBP社の買収である。

2001年に、販売額ランキングで前年 4位のタイソン・フーズ社が前年 2位の IBP社を買

収したことにより、同社の販売額が 240億ドルに達し、一気に最大手となった。 

IBP社の買収をめぐっては、当初大手パッカー2社が相次いで名乗りを上げた。1つは、

豚肉部門における世界最大の生産・処理・加工会社であるスミスフィールド・フーズ社で

あり、もう 1 社は、家きん肉パッカーとしては全米最大手のタイソン・フーズ社である。

結局、タイソン・フーズ社が 2001年に IBPを買収することになる。大手の牛肉パッカー

でさえも買収の対象となったのである。このように上位パッカーの順位やシェアは固定的
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ではなく、買収によって大きく変動しているのである。 

 

表４ アメリカの主要パッカーのと畜能力 （2007年） 

 

資料：農畜産振興機構ホームページ（http://lin.lin.go.jp/alic/week/2007/nov/790us.HTM） 

原資料：キャトル・バイヤーズ・ウィークリー 

 

このような買収はさらに海外の企業の参入によってさらに加速している。ブラジルの最

大手食肉処理業者である JBS社は 2007年 5月に総額約 14億ドルでスイフト社

（Swift&Company）を買収することを公表した4）。JBS社は、さらに 2008年 3月にナシ

ョナル・ビーフ社(2007年の処理頭数は牛約 390万頭)とスミスフィールド・ビーフ社(同

190万頭)の買収を公表した5）。 

 

  （3）パッカーをめぐる問題 

① 寡占化による影響力の増大 －牛肉のケース6） 

パッカーの急激な寡占化傾向は、様々な摩擦、課題を提起している。肉用牛については、

以下のタイソン・フーズ社の事例が興味深い。 

2004 年 2 月にアラバマ州の連邦地方裁判所は、肥育牛生産者が大手食肉パッカーであ

るタイソン・フーズ社を相手取り、事前供給確保（Captive Supply：と畜 2週間以上前の

事前購入契約、特定期間に一定数量を供給する契約、パッカー所有牛の預託契約など）に

基づく取引が市場の競争力を阻害し 現物市場価格を押し下げたとして損害賠償を求めて

いた訴訟について、陪審員は肥育牛生産者に対する損害賠償金支払いの評決を下した。 

この訴訟は、1996 年にアラバマ州の肥育牛生産者 5名と 1農場が当時の IBP社を相手

取り始まったものである。訴訟で肥育 牛生産者は、事前供給確保による取引方法は、1921

年に反競争的な取引の抑制などを目的に制定された「Packers and Stockyards法」（パブ

リックマーケットにおける家畜取引、食肉パッカーの取引方法、取引手数料、支払方法、

取引結果の報告などについて規定）における不公正な取引方法となるのではないかと主張

                                                  
4 農畜産振興機構「畜産の情報」2007年 8月号。 
5 農畜産振興機構「畜産の情報」2008年 4月号。 
6 農畜産振興機構「畜産の情報」2005年 8月 
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していた。 

評決では、以下のような判断を下した。 

・事前供給確保取引は、肥育牛現物市場に競争阻害効果を及ぼした、 

・タイソン フーズ社は、合法的な商売の良識あるいは競争の正当性に欠けていた、 

・事前供給確保による取引は現物市場価格が低落するのを招いた、 

・事前供給確保の 取引が原告である肥育牛生産者に損害を与えた、 

・1994年 2月から 2002年 10月までの損害賠償額は 12億 8,169万ドル 

 

陪審団により原告の要求を認める評決が下されたものの、その後連邦地裁が当該判決を

覆す決定を下したため、原告側が再び上訴していた。連邦控訴裁判所における陪審団は、

全米最大の牛肉パッカーであるタイソン・フーズ社の系列会社であるタイソン生鮮食肉会

社（Tyson Fresh Meats,Inc）が、肥育牛の調達において実施している食肉パッカーと肉

牛生産者とが交わす販売合意（marketing agreements）に関する訴訟について、先の連邦

地裁の決定を支持し同社の販売合意は合法であるとの判決を満場一致で下した。 

 このように、たしかに最終的な司法の判断は現在のところパッカーに有利となっている

が、他にも同様の問題、訴訟が報告されているだけに、少なくともパッカーの契約相手で

ある生産者側には不満があることだけは確実である。 

 

② 不法移民による労働力確保 

アメリカの食肉の安全性を検討する際に必要不可欠なのが労働力の問題である。アメリ

カの食肉産業が移民労働に依存している実態を、新たに認識させる事件が 06 年 12 月 12

日に起きた7）。それは牛肉･豚肉の大手パッカーであるスイフト社（Swift & Company）で

約 1,300人の労働者が、不法移民の取り締まりで逮捕され、6州にまたがる 6工場で操業

がー時停止した事件である。操業は同日に再開したものの生産レベルは低下した。関連報

道によれば、これら外国人労働者の国籍はメキシコやグアテマラ、ホンジュラス、エルサ

ルバドル、ペルーの中南米に加えてスーダンやエチオピアに及んでいる。逮捕者は同社の

全従業員の 10%を占めている。 

 

表５ ヒスパニック就労者の比率 

（単位：％） 

 1990 2000 2006 

全産業  7.7 11.1 13.1 

食肉加工業 13.5 28.6 36.0 

資料：内多（2008）、99ページ。 

 
                                                  
7 内多允（2008）「米国の農業・食肉産業におけるヒスパニック労働者」名古屋文理大学紀要 第８号を参

照。 
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移民労働力の増加によって、労働者の賃金水準は低下傾向を示している。2005年の年間

平均時給 11.47 ドルは、製造業の同年平均に比べて 30%低い。食肉業界団体である

American Meat Instituteでさえも、近年食肉処理の現場における傷害事故は減少してい

るが、依然として高水準であるとことを認めている。連邦政府によれば 2005 年における

食肉パッカーの作業現場におけるフルタイム労働者 100人当たりの傷害や疾病発生は平均

12.6件で、米国製造業平均の 2倍の水準であると報告している。実態は、この数字を上回

っているという指摘も専門家から出ている。 

 

 ２） コナグラ社の食中毒事件 

 これまで述べてきたように、と畜・解体部門における寡占化はさらに進み、労働力をめ

ぐる問題は深刻化している。このような状況下において、安全性をどのように保つことが

できるのか、以下でコナグラ社（ConAgra、パッキング部門については現 JBS社）の食中

毒事件を事例に検討してみたい。 

 

  （1）企業概要および買収の変遷 

 1919年にネブラスカ州オマハで設立されたコナグラ（ConAgra）社は、農場から食卓

にいたる食品産業全般にわたる多角化経営を実施する食品コングロマリット（複合企業）

である8）。現在、35カ国以上の国で約 80を超える企業により事業を展開している。 

 同社は 1980年代に食肉部門へ進出した。当時の売上高第 1位 Swift社および第 3位の

Armour Food社（いずれも豚肉パッカー）を買収し、1987年には当時の 3大牛肉パッカ

ー（他に IBP社、Excel社）の 1つであったMonfort社の株式を 3億ドル（約 360億円）

で取得し傘下に収め、その後も中小の食肉パッカーやハム・ソーセージ加工メーカーの買

収を繰り返し、2001年には食肉取扱数量で全米第 3位の牛肉パッカー、同 3位の豚肉パ

ッカー、同 2位のブロイラー処理加工業者となっている。 

 このように食品コングロマリットを目指す同社は食肉部門においてあらゆるジャンルへ

の進出を図り多くのパッカーなどを傘下に収めていたが、その中には非効率的で小規模な

施設もあった。このため 1999年には、70の小規模処理加工施設を閉鎖し、それに伴う 20

の食肉関連事業から撤退するとともに約 7,000人を解雇することにより効率性の改善に努

め、食肉部門の再構築を図った。これにより年間 6億ドル（約 720億円）を節約すること

に成功している。さらなる効率化のために 1999年後半にはMonfort社を始めとする牛肉

部門 5社を統合し、コナグラ Beef社を設立した。 

 しかし、他の部門に比べ牛肉部門の収益性が改善されなかったことや 2002年 6月にグ

リーリー工場（コロラド州）で発生した腸管出血性大腸菌 O157中毒事件（詳しくは次節

で述べる）による牛ひき肉の自主回収により一時的に収益性が落ちたことなどから、2002

                                                  
8農畜産振興機構のホームページ（http://lin.lin.go.jp/alic/month/fore/2003/aug/REP-01.HTM#3） 
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年 9月に、食肉部門のうち牛肉・豚肉部門の施設設備等の資産を投資会社に売却した（現

在、JBS社が買収）。 

 

  （2）食中毒事件の概要 

FSIS の調査では、サルモネラ菌の汚染が減少するなど、食中毒をめぐる状況が改善さ

れているとの報告がなされているが、実際には食中毒はなくなっていない。その一例が

2002年に発生した O157による食中毒とその後に実施された大規模なリコールである。 

問題の食中毒は 2002年 6月 13日にコロラドで発生した。6月 19日に USDAは、デ

ンバーのひき肉製造工場で検出された O157の汚染源はこの工場への供給業者の 1つであ

るコナグラ社が供給した牛肉であると断定した。そこで、6月 29日に USDAは、コナグ

ラ社に対して同社工場が汚染源であることを通知し、6月 30日にコナグラ社は牛肉 35万

4,200ポンドを回収することを決定した。 

しかし、7月 8日にコロラド州の公衆衛生部局が被害の拡大を警告するなど、この程度

の規模で終了する様子ではなかった。事実、7月 15日に食中毒患者から採取した大腸菌と

コナグラ社の肉から採取した大腸菌が一致したことが確認されると、7月 19日にコナグラ

社は、回収目標数量を 1,805万ポンドまで拡大した。これは食肉のリコールとしては当時

史上 2番目の規模であった。 

もっともアメリカで実施されるリコールにおける回収率はかなり低いといわれている。

コナグラ社の場合も、実際に回収されたのは、1,805万ポンドのうちわずか 17%程度であ

るという。回収自体が業者の自主性に依存し、USDAに強制する権限がないために、どう

しても回収に限界がある。リコールプランも現実には計画通りには機能していないと考え

られる。 

また、リコール終了後も O157 検査で陽性反応が出たために、FSIS は繰り返し警告を

出している。最終的には、FSISは 2002年 11月 15日にコナグラ社のプラントにおける検

査業務の停止を決定するに至った。このことからもコナグラ社の対応はかなり杜撰であっ

たことがわかる。 

このような簡単な経緯からだけでも、いくつかの課題や問題点を指摘することができる。

USDA は、6 月 19 日の時点でコナグラ社の工場が汚染源であるという可能性を指摘でき

たのにもかかわらず、警告を発するのは 10 日後の 6 月 30 日であった。しかも、7 月 19

日に最終的な回収目標数量が確定されるまでにさらに 19日を要し、回収目標数量は 35万

ポンドから 1,805万ポンドまで 5倍に拡大した。 

しかも、コナグラ社は 4月時点で自社の検査で大腸菌を確認しており、それにもかかわ

らず食中毒事件に発展したのは、同社の杜撰な管理体制とこれに対する FSIS の検証体制

の不備に原因があると考えられる。しかも、リコール後も状況は改善されておらず、問題

の根はかなり深いといえる。 

 そこで、HACCP の検証に関する法制度と FSIS の検証業務や事業者であるコナグラ社
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の HACCP の実施状況についての課題や問題点を、USDA の監察総監（The Office of 

Inspector General：以下 OIGと略す）の報告書（Oversight of Production Process and 

Recall at ConAgra Plant）を使って、さらに詳しくみてみよう。なお、OIGはアメリカの

各省庁内に置かれている独立した監査機関で、省庁内における施策の実施状況について監

査する役割を担っている。 

 

５．検査・検証に関する問題点 ―なぜ食中毒は頻発するのか― 

 

 １） 法制度上の問題点 

最初に法制度についてみてみよう。まず問題となるのが検証の対象となる製品の選定で

ある。コナグラ社の場合、HACCP プランで要求されているのは枝肉検査だけで、ひき肉

を対象とした O157に関しては、FSISの規則（USDA FSIS Directive 10,010.1）にある

免除条項の適用を受けていたために、FSISの検査を受けることはなかった9）。 

さらに、1994年に、FSISは生のひき肉で O157が検出された場合には、その製品は汚

染されている（adulterant）と認定されるようになった。99年 1月には、O157の検査の

対象を拡大して、切り落としなどの未加工製品にまで拡大適用すると発表したが、その後

具体化していない。 

同じく枝肉の大腸菌検査についても問題があると指摘されている。枝肉検査では一般性

大腸菌が指標菌として検査対象となっているが、一般的に指標菌を用いるためには、指標

菌の検出レベルと病原菌の発生に相関関係があることを科学的に証明しなければならない。 

FSIS は、98 年から 2000 年にかけて一般性大腸菌のレベルと O157 の発生との関係に

ついて分析を実施しているが、一般性大腸菌を指標菌として使用することを支持するほど

の相関関係は検出されなかったという。また、コナグラ社の枝肉検査では、リコールまで

の 2年間に陽性反応は検出されなかったが、独自に実施した切り落としの検査では、リコ

ール実施以前に 63件、最終的には 2002年 11月までに 115件の陽性反応が出ており、こ

の事実は指標菌としての有効性に疑問を投げかける10）。 

また、事業者は HACCPで規定されていない検査の結果を FSISに報告する義務はない

ために、仮に事業者が独自に検査を実施してもその結果は有効活用されていない。コナグ

ラ社の場合、検査官は同社が顧客の要請を受けて独自に実施していた検査結果を知らされ

ていたが、それは口頭で行われ、詳しい内容は省略されていた。このように、FSIS の検

査は事業者の協力がなければ汚染状況やリコール時の回収量や回収ルートを特定すること

は不可能であり、それだけに検査結果の有効活用が求められる。 

また、違反が出た時の FSIS の対応も曖昧である。FSIS は、違反した事業者には NR

（Noncompliance Record：法規違反記録書）を送付するが、その後の対応には不明な点

                                                  
9 その後、2002年 9月にこの条項は廃止された。 
10 USDA OIG, Oversight of Production Process and Recall at ConAgra Plant, 2003, p12. 
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がある。FSIS はガイドラインを設定したものの、違反回数の限度と限度回数を超えた場

合に FSISが取るべき強制措置の内容とその執行に関する指針を盛り込んでいない。事実、

FSISの検査官は、2001年 1月 1日から 2002年 11月 14日までの間に、糞便汚染に関し

て 66回 NRを送付しているが、何も対応策をとらなかった。検査官も、NRを出す代わり

にコナグラ社の工場の幹部と問題について議論をすることで代用しようとしており、実際

の違反回数はさらに多いとみられる11）。 

製品が汚染されるなどの問題が発生した時には、前回の検証との間に生産された製品全

てを再検査の対象にするとの規定があるが、同社は前の検査まで遡るのではなく、直前の

1時間に生産された製品だけを対象とした。 

たとえば、2002年の 7月 10日の 9時 15分に糞便汚染が発見された時、コナグラ社は

8時 15分と 9時 15分の 1時間に生産された 272の枝肉を保管した。しかし、それ以前の

検証は 7時 48分であったので、7時 48分から 8時 15分の間に生産された枝肉は O157

に汚染された疑いがあるにもかかわらず、再検査されなかった可能性がある12）。 

 

 ２） 検証実施上の問題点 

次に、HACCPの運用に関する検証についてみてみよう。最初にHACCPプランについ

ては、コナグラ社の場合、次のような問題点が指摘されている。コナグラ社は、と畜、食

肉製造、ひき肉原料（raw-ground）の 3 つの部門について HACCP プランを策定してい

たが、たとえば、2002年 4月から 8月までの間に（リコール前及び同期間中）、と畜プラ

ントで糞便汚染のケースが 23 件、その他の食肉製造関係のプラントで 187 件検出されて

いる。HACCPの記録からも、自主検査で O157 を検出した 2002年 4月のはじめの段階

ですでに O157汚染は拡大傾向にあった。 

FSIS の調査によると、コナグラ社の HACCP プランそのものにも問題があった。同社

の HACCPプランは、7つの原則を満たしてはいるものの技術的には不十分で、危害分析、

CL、モニタリングや検証手続きなどに問題があると指摘された13)。しかしながら、コナグ

ラ社は、O157は自社プラントでは発生しないという前提で HACCPプランを作成した。 

ところが、FSIS はコナグラ社に対して HACCP プランの見直しを強制しなかった。検

査官も、問題があるとは知ってはいたものの、HACCP における FSIS の権限には限界が

あり、検査官自身がその全貌を知ることはできないと認識していた。しかも、先述したよ

うに FSISの現場の検査官が HACCP検証の際に指摘した問題点が解決されなかったにも

かかわらず、コナグラ社はプラントの操業について変更は必要ないという結論を出した。

O157が検出されてからも、同社がHACCPプランを再検討した形跡はみられない。 

これは、コナグラ社から原料肉を受けたひき肉製造業者２社の場合も同様である。その

                                                  
11 USDA OIG,ibid, p29. 
12 USDA OIG,op.cit, p90. 
13 USDA OIG,op.cit, p82. 



 80

1つの A社は、HACCPプランを 2つ（raw-ground、raw not-ground）作成していたが、

危害分析や CCP決定、CLなどにおいてコナグラ社と同様欠陥がみられた。また、同社は、

ひき肉の最終製品に O157の陽性反応が出た時に、法律で定められている HACCPプラン

の見直を実施していなかった。コナグラ社から原料肉を受け入れたもう 1つのひき肉製造

業者である B社も同じで、５つのHACCPプランを策定していたが、やはり同じような欠

陥が見られた。CL の検証に必要な証拠書類が不十分で、しかも記録では検証の手続きや

その結果が不明となっている。 

次に検査方法に関する問題である。 

この２つのひき肉製造業者の関係者によると、彼らは FSIS の検査時期を予想すること

ができたという14）。サンプル採取の時期が特定できたために（たとえばある特定日の正午

くらい）、それに合せて生産を調整することができた。生産ラインの稼動開始時間を遅らせ

たり、サンプル採取時に別の購入ルートから仕入れた肉の生産ラインに変更したりして、

厳格な調査を免れていたという。 

FSISも、プラントの都合に合せて検査を実施する傾向にあった。FSISの規則が変更さ

れて、FSIS の検査官はいつでも採取できるようになっていたが、検査官の中にはこの変

更を知らなかった者がいた。また、知っていても有効に利用しないで、逆に検査官はプラ

ント側の要求を受け入れることもあった。 

 さらに、検査官と FSISとの内部調整の問題がある。FSISの役割の一つが、プラントの

HACCP プランが機能しているか検証することにあるが、HACCP プランの技術的な評価

について十分な資質を持った検査官が不足しており、HACCP 検証を実施する際の弱点と

なっているという指摘がある15）。 

 また、地方事務所によれば検査官の資質にも問題があるという。コナグラ社に配置され

た検査官は、1997年秋以降 HACCP検証に関する研修を受けておらず、検査官はHACCP

プラン策定に際して技術的な専門性を持っていなかった。会計検査院（GAO）は、FSIS

は必要な検査官の 6％しか確保されておらず、現在の体制で 5,000以上の HACCPプラン

を検証できるのかどうか疑問であると指摘している16）。 

  

 ３） リコールにおける問題点 

コナグラ社のリコールでは、リコール開始の遅れと回収規模の上方修正、極端に低い回

収率を問題点として指摘することができる。体系的にリコールシステムが構築されている

アメリカにおいて、なぜこのような問題が生じたのか、この点について検討してみたい。 

まず、先述したようにアメリカではリコールはあくまでも事業者の自主性によって実施

されるために、FSISは規則（FSIS Directives 8080.1）に基づいてリコールの迅速な実施

                                                  
14 USDA OIG,op.cit, p77. 
15 USDA OIG,op.cit, p83. 
16 USDA OIG,op.cit, p84. 
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を要請するが、強制することはできない。また、リコールを効率よくかつ効果的に実施す

るためには、リコールプランをHACCPプランの中に入れて検証の対象とすることが必要

であるが、この点についても現在の法律では強制できない。 

リコール数量の上方修正は、FSISの汚染源特定が遅れたことが原因である。O157が検

出された時点で、FSIS は汚染源を特定するための追加調査を実施する必要があったが、

FSIS はその実施時期について明確な方針を打ち出していなかった。そのため、最終的に

リコールの開始が遅れることとなった。 

また、FSISの内部手続きにも問題があった。FSISの規則（FSIS Directive 10,010.）

によって、コナグラ社は原料用ひき肉の検査を免除されており、地方事務所が追加の検査

をするためには FSIS 本部の許可が必要であった。そこで地方事務所は追加調査の申請を

したが、理由は明らかではないが、FSIS本部は地方事務所の申請を認めなかったという17）。

再度申請をしてようやく許可されたが、これによってリコールまで余計な時間がかかるこ

とになった。このように FSIS の中央集権的な意思決定の仕組みが、迅速な対応を必要と

するリコール実施にそぐわなくなっている。 

次に汚染の範囲の特定である。ひき肉製造業者は、コナグラ社の原料がどのように、ど

の程度使用されているか、といった点について特定することはできなかった。FSIS が原

材料や最終製品を追跡するための記録を保管することを義務づけていなかったこともあり

18）、業者は O157に汚染された製品の汚染源とその流通範囲の特定に必要な生産記録を作

成していなかったためである。HACCP における記録は CCP を監視するためのものであ

って、生産記録に関する要件について定めているわけではない。これは、FSIS は汚染さ

れた製品が流通から完全に排除されているかどうか直接確認できないことを意味する。 

OIGによると、リコール実施期間中に検査結果が陽性であったために、販売先を変更し

た事例が、10件、合計で 11万 8,000ポンド存在したという。コナグラ社の記録によると、

この 10件の事例では、問題の牛肉は最終的にはレンダリング業者に販売されたが、FSIS

がこの汚染について知らされていたという証拠もなければ、FSIS が問題の製品が適切に

扱われたことを検証したという証拠もない19）。 

また、2001年 6月から 2002年 8月までの期間に、切り落としの販売について調査がな

された。たしかに、生肉を扱う業者への販売はなかったが、リコールされた切り落とし全

てがプラントに返送されていない例を発見した。 

FSIS規則（USDA Directives 8080.1）によれば、効果測定の目的は、リコールの実施

企業が、リコールに関する十分な通知を全ての取引業者におこなうこと、取引業者は、リ

コールの対象製品の所在を確認して管理下に置き、リコール実施企業の指示に従うように

すること、の 2 つである。FSIS は効果測定を実施して、問題製品の所在確認や適切な処

理に関して不十分であると判断した場合は、強制措置を取る。 

                                                  
17 USDA OIG,op.cit, p35. 
18 USDA OIG,op.cit, p40. 
19 USDA OIG,op.cit, p15. 
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コナグラ社のケースでは、37の第一次流通業者のうち、4つのケースで第二次あるいは

第三次流通業者が通知を受けていなかった、または通知が迅速になされなかったと指摘さ

れている。 

ここでも FSISの対応は不十分である。FSISは、適切な通知をしなかった業者に対して

強制措置は取ることはなかった。たとえ、強制措置を取るようにしても、実際にどのよう

な措置を取るべきかを明確にしていない。また、通知がなされない時に適用されるペナル

ティの評価についての基準も確立されていない。さらに、その製品が受け取られた時とは

違う新しいコードがつけられていたケースもあり、問題は表示にまで広がりそうである20）。 

最終的には、リコールは RMDが事業者の提出した書類を検討して、終了の可否を決定

するが、このようなリコール終了手続きに関する期間やリコールの効果測定の基準が存在

しない（所在を確認すべき製品の数量など）。これは、コナグラ社のケースをみると明らか

である。OIGが報告書をまとめた 2003年 3月時点で、コナグラ社から終了書は提出され

ていないという。また、同社はリコールした 90 万ポンドのひき肉を抱えているが、その

処理に関して FSISから承認を得ていない。 

それにもかかわらず、FSIS はリコール終了を決定したが、この決定にはやはり疑問が

残る。OIGの調査によると、コナグラ社やその取引業者が十分な努力を果たしたと判断す

るための効果測定の分析を地方事務所などが実施したわけではなかった。判断の根拠は、

食中毒被害数が減少しているということで、必ずしも FSIS の規則に基づいているわけで

はない。 

 

６．まとめ 

 

 これまで述べてきたコナグラ社の食中毒は 2002 年 6 月に発生したわけであるが、この

食中毒を教訓にアメリカの食品衛生がその後改善されたわけではない。むしろ、状況は悪

化しているともいえる。 

 最近の例では、2007年のトップスミート社（米国最大の冷凍ハンバーガー製造業社）

の牛ひき肉リコールがあげられる。同社は同年９月 25日当初、約 33万ポンドの自主回収

を開始したが、同月 29日には、リコール数量が約 2,170万ポンド（約 9,843トン）に達

した。これはアメリカ史上２番目の大規模リコールで、先述したコナグラ社のリコール数

量よりも多い。過去の教訓が食肉の安全性の改善につながっていないのである。 

アメリカでは、96年以降、連邦政府が検査を行うすべての食肉処理施設に対して、

HACCPシステムの採用が義務付けられるなど、食中毒などに対する食品の安全性確保対

策が図られてきた。しかしながら、HACCPというシステムが必ずしも機能していないこ

とが明らかとなった。 

                                                  
20 USDA OIG,op.cit, p62. 
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 このような中、FSISは 2007年 10月 23日、増大する病原性大腸菌Ｏ-157のリスクか

ら公衆衛生を保護するため、①牛肉ひき材の早期検査・分析の実施、②新たなチェックリ

ストを活用したＯ-157の管理・確認の徹底、③米国産および輸入牛ひき肉原料の検査拡充、

④リコールの迅速化、⑤ＦＳＩＳが行うＯ-157定期検査の拡充、⑥輸入牛肉製品の安全性

の確保―を柱とする現行の検査プログラムの拡充措置を公表した21）。 

 また、FSISは、Ｏ-157による牛肉製品のリコール数および感染者数の増加を認識して

いることから、牛ひき肉検査数を従来より 75％以上増やすなど、Ｏ-157が確認された連

邦食肉検査法に基づく食肉加工場を中心に、検査プログラムの徹底を図ろうとしている。 

 このような食品安全策の強化が実際の安全性の向上に寄与するのか、判断するには不確

定要素が多いだけに、今後も注目する必要がある。 

                                                  
21 農畜産振興機構「畜産の情報」2007年 11月号。 




